
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

深 度 計
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図１ ダブルサウンディング工法一般図 

 ダブルサウンディングは、N＜40 の地盤では電気式コーン貫入試験（CPT）により、コーン

が貫入不能になった段階でロータリ式ボーリングに切り替えて標準貫入試験（SPT）による支

持層確認を行うサウンディング工法です。 
 CPT から得られる静的地盤情報と SPT から得られる動的地盤情報とを相互補完的に組み合

わせて一基のマシーンで実施する技術で、工期も費用も半減できます。 

深度計

ハンマーヘッド

ＣＰＴプローブ

スクリューアンカー

ＣＰＴロッド

半自動落下

ロッドガイド

ハンマー

ＳＰＴ用マスト

ＳＰＴ用サンプラー

ドライブケーシング

ケーシングパイプ

滑車

引綱

アンビル

コーンプーリー

ボーリングロッド

ＣＰＴ施工 ＳＰＴ施工

CPT コーンプローブの特徴 

①CPT コーンは玉石や砂礫地盤以外
の砂質土、粘性土、有機質土、火山
灰など広範な土質に適応できます。 

②ＣＰＴの特徴はコーン先端抵抗 qc、
周面摩擦 fs、間隙水圧 u の 3 つの力
学特性値がほぼ連続して得られる
ことです。 

③この指標から、地盤の地層区分、換
算 N 値、非排水せん断強度 Cu、せ
ん断抵抗角 φ、細粒分含有率 Fc な
どが精度よく求められます。 

④データの連続性は、地盤の不均質な
堆積構造が探知でき、層厚数 cm の
狭在層でも探知できます。 

⑤CPT コーンには傾斜計、温度計が
内蔵されており、貫入中の鉛直度の
チェックや温度補償が可能です。 

⑥多成分コーンは三成分コーンに弾
性波受信機（P 波、S 波）を付加し
たコーンで、地表で起振し、孔内で
受信するダウンホール方式により P
波 S 波速度を観測します 

図２ コーンプローブの種類 

三成分コーンプローブ 多成分コーンプローブ 

Ｐ波感度方向

Ｓ２波感度方向

Ｓ１波感度方向

間隙水圧計

周面摩擦ﾛｰﾄﾞｾﾙ

先端抵抗ﾛｰﾄﾞｾﾙ

ﾌｨﾙﾀｰ

先端ｺｰﾝ（60°円錐）

周面摩擦ｽﾘｰﾌﾞ

Ｓ波受振器(２軸)
Ｐ波受振器



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 万能掘削機 66DT に SPT 用マストとコーンプリーを増設することで、一基のマシーンで電気式コー

ン貫入試験（CPT）と標準貫入試験（SPT）のダブルサウンディングが可能になりました。 

図３ ダブルサウンディング手順図 

写真 1 ダブルサウンディング全景 写真 2 アンカー設置 写真 3 CPT 貫入中 

写真 6 SPT 用サンプラー 写真 4 拡孔・ケーシング建込 写真 5 SPT 施工 
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ボーリング

調査による

支持層確認 

メリット 
○SPT は設計の指標として多くの実績があり、各機関の設計指針

や基準に定められている。試料が採取出来るので目で観察でき、

また物理試験も実施できます。 調査日数 14 日 

調査費用250万円 
デメリット 

○支持層より上部の層で圧密沈下、即時沈下、杭の水平支持力、

液状化、負の摩擦力等の検討が必要な場合は、全層のボーリング

調査が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダブルサウン

ディングによ

る支持層調査 

メリット 

○CPT 調査区間は試料採取や土質試験を行なわなくても、1～
2cm 間隔で地層区分や N 値等、多くの土質定数が分かります。 
○貫入が不能になった段階で CPT プローブを引き上げ、ボーリ

ング掘削用の装置に切り替えて SPT を実施します。 

調査日数 10 日 

調査費用 270 万円 

デメリット 
○一台のマシーンで、CPT と SPT が可能であるがマシーンが高

価であり、保有台数に限りがあります。 

  

CPT はボーリング調査＋土質試験に比べれば、コストも工期も大幅に節約できます。加えて換算 N 値

や主要な土質定数が連続的に求まりますので、構造物の基礎設計や液状化の判定、地盤改良工法の検

討などで威力を発揮します。 

図４ ボーリング調査による支持層確認 
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図５ ダブルサウンディング工法による詳細調査 
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CPT は 1～2cm 間隔で周面抵抗・先端抵抗・間隙水圧等を読み取ります。このデータの連続性は層厚

の薄い狭在層も十分に探知でき、種々の地質リスクの軽減に役立ちます。 

図６ CPT データ出力例 

※緑の部分がセンサーからのデータ 

 

 

Robertson（1990）は、CPT で求まる補正先端抵抗 qt，周面摩擦抵抗 fs、間隙水圧 u などは有効応力 σ'zに応じて

増大するもので、その影響を取り除くために基準化した先端抵抗 Qt，周面摩擦比 Fr、間隙水圧比 Bｑを式 1 のよう

に定義し、その結果を縦軸(Qｔ)，横軸(Frまたは Bｑ)で表す土質分類チャート(図 8，図 9)を提案しました。 

， ，  … (式 1) 

qt：補正先端抵抗  

u：間隙水圧(kPa)，An：シャフト断面積(m2)，Ac：コーン断面積(m2) 

σz：鉛直全応力(kPa)，σ'z：鉛直有効応力(kPa)，u―uo：過剰間隙水圧(kPa) 

なお、この図表では土質性状指数 Icを(式 2）のように与え土質分類の境界を定義しています。 

 … （式 2） 

Icは円の方程式であり、式 1 で求めた Qｔ，Fr，Bｑをチャート上にプロットした時の領域の番号をもって土質分類

(Soil Behavior Type Index : SBT)とします。ただし土質分類の境界線と指標 Ic（図 8 の点線）は完全には一致してい

ません。Bqを用いた SBT チャート(図 9)は軟らかい粘土やシルトでの適用に有効です。ここで、チャートによる土

質分類を柱状図形式で表す場合は、柱状図の頭に SBT 番号を表示し、地層の色調は東京都土木技術センターの手法

に準じて行うものとします。 

コーン貫入試験による土質分類 

図７ 土質分類 
(SBT) 

図８ 土質分類チャート 
(Qt－Fr) 

図９ 土質分類チャート 
(Qt－Bq) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 10 の説明 

柱状図と土質名 従来のボーリング柱状図（色と記号は東京都土木技術センターによる。） 

土質分類（SBT） 基準化した先端抵抗（Qｔ）を縦軸に、周面摩擦比（Fr）を横軸とするチャートにプロット

した時の番号をもって土質分類（Soil Behavior Type : SBT）とします。図 8 参照 

土質性状指数 
Ic (%) 

Robertson は図 8 において土質性状指数 Ic を次式で定義しました。 

 
Ic は 1.31～3.6 の範囲にあり、砂→シルト→粘土と粒径が小さくなります。 

N 値 鈴木ら(2003）は補正先端抵抗 qtと Icの関係から換算 N 値 Nc を求める式を提案しました。 

 
細粒分含有率 

Fc (%) 
細粒分含有率 Fc は Robertson や鈴木らにより Ic との関連が提案されています。 

 

非排水せん断強さ 
Cu (kPa) 

日本の海性粘土のコーン係数(Ｎｋ)は 8～16 に分布すると報告されていますが、当地のシル
ト・粘土層は NK=10 が適しています。 

 
せん断抵抗角 

φ’ (deg) 
Lunne ら(1983)による式です。 
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Nq：支持力係数 φ’：せん断抵抗角(deg） 
qt：正先端抵抗力度（kPa）  
σ’z：有効応力（kPa） 

圧密降伏応力 
Pc(kPa) 

Kulhawy ら(1990)による式です。 

 

qt：補正先端抵抗力度（kPa） 
σz：全応力（kPa） 

  

      5.022 22.1loglog47.3  rtc FQI

   cI
tcc qIN  0927.034.194.1 2.0341.0

 2.4
cC IF 

   kztu NqC 

  ztc qP  33.0

2007 年、横浜市鶴見区地内において CPT を保有する 10 社が参加して地盤工学会主催の「コーン貫入

試験一斉試験 2007」が実施された。図 6 に CPT の解析結果の一部を室内試験と比較して示します。 

図１０ 鶴見区地内における CPT一斉試験（地盤工学会 2007年）結果 



 

 

 

・CPTから求めた土質分類から土層に区分します。区分した

層の深度範囲からN値とFCの平均値を求めます。(図 11) 

・Fc＜35％の土層を液状化判定検討層とし、図11,図 12に示

す液状化安全率FLを求めて液状化判定を行います。 

 ・FL≦1…液状化の危険度は高い。 

 ・FL＞1…液状化の危険度は低い。 
 

 ここで、τl/σ’z：液状化抵抗比 
τd/σ’z：繰返しせん断応力比 

・液状化抵抗比は Na－τl/σ’z関係の 5%から求めます。 

,  
 ここで、Na：補正 N 値， Nl：換算 N 値 

ΔNf：補正 N 値の増分（FC－ΔNf関係より） 
σ’z：有効応力(kPa) 

・繰返しせん断応力比は次式から求めます。 
 
 
 

 ここで、M：マグニチュード， g：加速度(980gal) 
σz：全応力(kPa)， z：深度(m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 fla NNN   NN zl  '/98 

CPT から求めた N 値と細粒分含有率を用いて、「建築基礎構造設計指針」に準拠した液状化判定を行

います。 
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図１１ 液状化判定結果 
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図１２ 液状化判定算定表 

F C σz σ'z
(m) (m) (%) (kPa) (kPa) N l ΔN f N a τl/σ'z τd/σ'z FL τd/σ'z FL

0.70 0.70 2.2 5.1 14 14 5.7 0.1 5.8 * * * * * * *
1.20 0.50 1.5 28.7 24 19 3.4 8.9 12.3 0.14 0.16 0.87 × 0.29 0.50 ×
4.65 3.45 0.6 79.8 84 45 0.9 11.0 11.9 * * * * * * *
5.50 0.85 3.7 25.7 100 53 5.1 8.6 13.7 0.15 0.23 0.66 × 0.40 0.38 ×
5.95 0.45 1.0 84.7 107 56 1.3 11.0 12.3 * * * * * * *
6.65 0.70 7.1 9.7 121 62 8.9 5.6 14.5 0.16 0.23 0.69 × 0.40 0.39 ×
7.00 0.35 2.9 59.1 127 65 3.6 11.0 14.6 * * * * * * *
8.65 1.65 10.3 9.9 158 80 11.4 5.9 17.3 0.20 0.23 0.86 × 0.40 0.49 ×
9.10 0.45 2.9 85.5 166 84 3.1 11.0 14.1 * * * * * * *

10.25 1.15 11.0 12.1 188 94 11.2 6.4 17.6 0.20 0.22 0.89 × 0.39 0.51 ×
11.35 1.10 6.1 43.1 208 103 5.9 10.3 16.2 * * * * * * *
12.20 0.85 3.2 86.6 222 110 3.0 11.0 14.0 * * * * * * *
13.35 1.15 9.0 23.0 244 120 8.1 8.3 16.4 0.18 0.22 0.84 × 0.38 0.48 ×
13.90 0.55 3.5 95.0 253 124 3.1 11.0 14.1 * * * * * * *
15.00 1.10 9.1 29.1 274 134 7.8 8.9 16.7 0.19 0.21 0.88 × 0.37 0.50 ×
20.00 5.00 2.8 98.8 359 170 2.1 11.0 13.1 * * * * * * *

判定：＊液状化の検討をしない。　○液状化の危険度は低い。　×液状化の危険度は高い。
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千葉県千葉市花見川区幕張本郷 1-30-5 
Tel 043-275-2311 
Mail h_wakatsuki@chiba-eng.co.jp 

中央開発㈱ 東京支社 
執行役員東京支社長 
西原 聡 

東京都新宿区西早稲田 3-13-5 
Tel 03-3204-0561 
Mail nishihara.s@ckcnet.co.jp 

㈱日さく 地質調査部 
次長 
石川 恵司 

さいたま市大宮区桜木町 4-199-3 
Tel 048-644-2101 
Mail keiji-ishikawa@nissaku.co.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2016.12.13 作成 

CPT 技術協会 
お問い合わせ 

事務局 株式会社地盤試験所 

〒130-0022  東京都墨田区江東橋 1-16-2 

Tel 03-5600-2911 FAX 03-5600-2952 

担当：調査部 北條 豊，山本 伊作 

y_hojo@mail.jibanshikenjo.co.jp 

i_yamamoto@mail.jibanshikenjo.co.jp 


